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日本の復興と新たな街づくりに貢献する

1

日本ユニシス
グループ

国民ＩＤ＆個人認証

自治体・地域クラウド

スマートグリッド／
低炭素排出

クラウド／データセンター

インフラ基盤整備・再構築

復興
ＩＣＴ

復旧

新たな
創造

システム復旧

業務再開

停電／節電対応

新たな街づくり

ＢＣ／ＤＲ見直し

法令・規制の緩和

低炭素社会

国民ＩＤ

震災

【震災特別支援プログラム】
・IT機器の特別保守サービスを実施（3月16日）

・「自治体クラウドサービス」の無償提供を開始（3月18日）

・「SASTIK®サービス」の無償提供を開始（3月28日）
・「東日本大震災 子どもの学び支援ポータルサイト」を支援（4月4日）

・購買部門向け「eSupplierStation®」を無償で提供（4月26日）

BC：Business Continuity
DR：Disaster Recovery

ＩＣＴ
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企業体質の改革① （6年間の推移）

システムサービスの品質管理強化 ～不採算削減へ

（億円）

システムサービス
売上総利益率

不採算
発生額
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安定収益基盤の強化 ～推進中

31% 31% 31% 33% 38%
40%

安定収益
比率

アウトソーシング

サポート

賃貸

スポット売上

安定収益売上

100%

企業体質の改革② （6年間の推移）

安定収益売上：アウトソーシング売上（一括を除く）、サポート売上（サポートサービス、ネットマークスサービスにおけるサポート）、コンピュータ賃貸収入
スポット売上：安定収益以外の売上
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コスト構造改革 ～固定コストの圧縮

システムサービス外部委託費： 日本ユニシスおよびUSOLグループにおけるグループ外への委託費
サポート要員外注費： ユニアデックスにおけるグループ外技術要員への外注費

総経費

システムサービス
外部委託費

サポート
要員外注費

固定コスト削減（08/3-11/3）

▲297億円（▲17%）

総経費削減（09/3-11/3）
▲137億円（▲10%）

企業体質の改革③ （6年間の推移）

1,715
1,653

1,787
1,718

1,589
1,489

外部委託費削減（08/3-11/3）
▲173億円（▲39%）

（億円）
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システムサービス ▲167億円
サポート ▲6億円
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収益の拡大に向けて

企業体質の改革

売上回復による収益拡大へ

サービスインテグレータへの
取り組み

新たな経営体制

技術力の強化
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（ご参考） U-Cloud®
日本ユニシスグループが提供するクラウドサービス、アウトソーシングサービス

ＡＢＣ商事

利用型プライベートクラウド

パブリック
クラウド

Ｂ銀行
Ｃ百貨店

Ｄ市役所

Ａ自動車

自社所有システム
（所有型プライベートクラウド）

IaaS/SaaS/PaaS

プライベートクラウドとパブリッククラウド、自社所有システムを適材適所で使い分け組み合わせる
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（注）本資料で記述しております業績見通し等の予測数値は、現時点での入手可能な情報による判断および
仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済情勢等の変化により、実際の業績は、
本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。
また、本資料は投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成した
ものではありません。


